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研究成果の概要：本研究における成果は、先に、日本農業普及学会の平成 20 年度春季シンポジ

ュームで報告した。その報告要旨及び最終報告は、当学会誌『農業普及研究』（平成 21 年 6月

刊行予定）に掲載される。本研究において特に重点をおいた理論的研究の内容は、農業普及を

めぐる産業組織論的交際比較研究及び歴史的展開に関する研究である。また、本研究において

は上記の理論的研究を基礎にした実証的研究を重視しており、その主な内容は、農業普及をめ

ぐる多様な運営・活動主体の実現の把握・分析とその類型化に関する研究である。 

 そこで得られた知見は多いが、その主要な知見は以下の諸点である。 

 １）公的部門における普及主体の多様化、民間部門における普及主体の多様化の進展。 

 ２）普及主体が展開する普及活動の高度化と多様化の進展。 

 ３）普及事業・普及活動の専門化と高度化と多様化、特に企業次元、地域次元、ここの活動

次元における多様化の進展。 

 ４）民営化・多様化、有料化の親展。 

 なお、上記にした多様化の動向は、国の間で、また、特定国内における産業間、地域間にお

いて精査し、検討することが重要になってきている。 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2006年度 4,000,000 1,200,000 5,200,000 

2007年度 3,800,000 1,140,000 4,940,000 

2008年度 3,800,000 1,140,000 4,940,000 

年度  

  年度  

総 計 11,600,000 3,480,000 15,080,000 

 
 
研究分野：農学 
科研費の分科・細目：農業経済学・農業経済学 
キーワード：国際農業・農業普及 
 
１．研究開始当初の背景 
 多くの先進諸国において、この数十年の間
に、長い歴史をもつ農業における公的普及事
業の活動及び組織の「見直し」がくり返し行

われてきた経緯がある。その根底にある時代
的な背景として、１つには、普及事業の民営
化の進展、２つには、公的普及組織の地方分
権化の進展、３つには、農業、農村の構造変
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化という事情がある。 
 このような状況、及び、その状況の変化の
方向は、わが国においても同様であり、農業
における公的普及事業の展開、それをめぐる
再編、なかでも、それをめぐる民営化、地方
分権化への胎動が始まり、着々とそれが進ん
できたといえる。 
 他方、農業資材産業（企業）、食品産業（企
業）、一般コンサル会社（企業）等による技
術、営業コンサルサービス（活動）の提供な
ども、次第に多様化し、活発になってきた。 
 いずれにしても、国民経済次元、地域経済
次元、個別経済次元の各々の観点から、これ
からの地域農業、更には農村地域のあり方が、
従来以上に重要な社会経済的問題になって
きており、それに関わる普及活動、広く、コ
ンサル活動が重要になってきている。 
 このような状況のなかで、他産業・都市地
域における普及、農業・農村地域における普
及を比較する支店をもちつつ、農業・農村の
発展－振興・活性化－に貢献する普及のあり
方、農業・農村地域における農業者・非農業
者の豊かな生活に貢献する普及のあり方に
ついて検討することの意義は大きい。 
 
 
２．研究の目的 
 以上に示すような状況及び筆者自身の問
題意識のなかで、本研究では、①農業・農村、
②地域農業・農村地域、③農業者・非農業者
の利害の増進に貢献する要因、特に、普及と
いう要因に注目して、以下の諸問題について
検討することを本研究の目的とし、課題とし
ている。 
 第１は、国際的視点に立って、特に、先進
諸国における公的普及事業の歴史、公的普及
事業の展開に関する「経緯」と「経験」につ
いて、国際比較という視点から検討すること
である。その趣旨は、先進諸国における経験
を学ぶということである。 
 第２は、同じく国際的視点に立って、公的
普及事業が展開する環境、普及事業がその活
動の対象とするわが国の農業地域、地域農業、
農家・農業者の普遍性と特殊性、共通性と個
別性について検討することである。 
 第３は、以上の２つの観点と問題意識に立
って、これからのわが国の公的普及事業、広
くは公的部門・共（協）的部門・私的部門の
間の比較の視点は極めて重要であり、その多
様な農業普及系列の相互間の競合と連携を
視野に入れた公的普及事業のあり方につい
て注目し、検討することが重要である。 
 
 
３．研究の方法 
 わが国の公的農業普及事業は、既に 50 年
以上の歴史を有している。その間、わが国の

公的普及事業は、①行政と公的普及との関わ
り、②公的普及をめぐる国の政府と地方自治
体との間の連携と役割分担のあり方という
点からみて、多様に変化してきている。 
 この間、わが国の公的農業普及事業につい
て検討する場合、①他産業との比較の視点、
②国際的な比較の視点、③農業における部門
間の視点、④農業をめぐる地域間の視点、⑤
普及をめぐる公益と共益と私益の視点、即ち、
公的部門と共的部門と私的部門の視点、⑥生
産者・消費者、農村住民・都市住民の視点、
⑦農村産業と都市産業の視点など、多様な視
点が重要になってきている。 
 本研究では、特に、上記⑤の普及をめぐる
公益と共益（協益）と私益の視点、即ち、普
及活動、普及事業主体をめぐる公的部門と共
的（協的）部門と私的部門を重視した。 
 
 
４．研究成果 
 本研究の課題と目標は、欧米先進諸国にお
ける農業普及の主要な潮流を明らかにする
こと、そこで明らかにされる農業普及をめぐ
る経験から、日本の農業普及は何を学か、何
を、どう制度移転するかである。 
 本研究は、以上のような関心、問題意識を
ベースにして、特に、公的普及の展開過程、
展開方向をめぐる欧米先進諸国の動向とそ
こから学ぶべき経験についての調査、分析、
検討を中心に展開した。 
 本研究における研究成果は、１つは、農業
普及をめぐる研究の方法論・問題意識につい
ての比較研究、農業部門・農業地域間比較研
究、３つは、上記をめぐるアイデアと手掛か
り、４つは、具体的研究成果（主な発表論文
等）、普及事業のあり方、普及研究のあり方
に関する成果に分類、整理できる。そこから
得られる概要は以下のように要約できる。 
 確かに、欧米先進諸国の公的普及事業は、
ほとんどの国で、着実に民営化の方向を辿っ
てきたといえる。重要な点は、このような現
実の何処に注目すべきか、これらの経験はわ
が国の農業普及に何を示唆しているかであ
る。特に以下の３点に注目しておきたい。 
 
（１）多くの国で公的普及の民営化が趨勢と
して進んできた敬意があるが、その民営化の
形態とタイミングと速度、そして、その民営
化の意義、評価は、国、当該国内の地域、農
業における部門によって、さらには、個々の
農業経営・農業者によって各々に異なる。 
 
（２）上記の民営化の評価をめぐる多様な相
違という現実の背景には、一方に、農業経営
の規模構造、部門結合構造、農業者従事形態
など、公的普及サービス、民間普及サービス
を需要とするサイドの事情、実態の相違と、



他方に、民間普及サービス、公的サービスが
供給されるサイドの事情、実態の相違がある。 
 
（３）民間普及サービス、公的普及サービス
の需要と供給の適切な結合を可能にし、各々
のサービスが各々に機能するインフラとし
て何が重要か、そのインフラの整備をどう進
めるかが重要な課題であるといえる。 
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